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要 旨 

令和 6 年 6 月 12 日に測量法（昭和 24 年法律第 188
号）が一部改正され，令和 6 年 6 月 19 日に公布，令

和 7 年 4 月 1 日から施行された（「測量士及び測量

士補となる資格の在り方の検討」に関する規定（第

54 条の 2）は公布日施行）． 

また，法改正を受けて，測量法施行令及び測量法

施行規則の一部を改正し，令和 7 年 1 月 17 日に公

布，同年 4 月 1 日から施行した．これらの概要につ

いて紹介する． 

1. はじめに 

測量法の一部改正（以下「法改正」という．）は「公

共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改

正する法律」（令和 6 年法律第 54 号）（議員立法）に

おいて行われた．この法律は，「公共工事の品質確保

の促進に関する法律」（平成 17 年法律第 18 号），「公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律」（平成 12 年法律第 127 号）及び「測量法」の三

つの法律を併せて改正するもので，その概要は図-1
に示す内容のとおりである．

 

 

図-1 公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律 概要 
 

 

  

現所属：1基本図情報部，2企画部 
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概要の最下段にある「測量業の担い手確保」の少

し上に書かれた「担い手確保に留意した調査等に係

る資格等の評価･運用の検討」から下向きに矢印が伸

びているが，これが測量法と公共工事の品質確保の

促進に関する法律の相互において，趣旨や目的を同

一とした関連性を表した部分であり，測量法第 54 条

の 2 の規定がこれに当たるものである． 

 

2. 法改正の概要 

図-2 は，法改正の内容を概要として整理したもの

である．このうち，国土地理院の所管に係る「1．技

術の進展に対応した担い手（測量士・測量士補）の

確保」及び「2．測量成果等の提供の電子化」につい

て説明する． 

2.1 技術の進展に対応した担い手（測量士・測量士

補）の確保 

公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部

改正における目的の一つに「担い手の確保」があり，

測量士・測量士補についても「技術の進展に対応し

た担い手（測量士・測量士補）の確保」が課題とな

っている．以下の 2.1.1 項から 2.1.3 項は，その課題

に対応していくことを主な目的とした改正の内容で

ある． 

2.1.1 「養成施設」の要件の見直し 

測量法における「養成施設」とは，測量に関する

専門の知識や技能を修得するための施設のことであ

る．国土交通大臣の登録を受けた養成施設において

一年以上測量士補となるのに必要な専門の知識及び

技能を修得した者は測量士補となる資格を有し，そ

の後，測量に関し二年以上の実務の経験を経ること

により，測量士となる資格を有することができる．

養成施設を卒業して測量士補となる資格を有した者

は，測量業界に入職するケースも多いことから，測

量業界の即戦力となる担い手を供給するルートとし

て養成施設は重要な役割を担っている．しかし，令

和 6年度末時点の養成施設の登録数は全国に延べ 11
であり，これは 15 年程度前に比べてほぼ半減して

いる状況で，まずはその維持が課題となっている． 

また，養成施設で教授する測量に関する専門の知

識や技能に関しては，測量業務における技術の進展

が著しく，そこで使われる測量方法や機器も同様に

変化していることから，現在使われていない測量方

法や機器を，現在使われているものに改めるなど，

その技術の進展（時代の変化）に対応した状況に常

に見直していく必要がある． 

法改正では，養成施設で教授する測量に関する科

目，実習のための機器，専任教員の人数といったこ

れまで法律で定められていた要件が測量法施行規則

（以下「省令」という．）において定められることと

なった．これにより，それらの要件を技術の進展等

に合わせて柔軟かつ迅速に見直すことを可能とする

環境が整備された．要件の具体的な見直しの内容に

ついては，後述する省令改正の概要において示す． 

 

2.1.2 現行の有資格者と同等以上の知識及び技能を

有する者への測量士・測量士補資格の付与 

今回の改正前の測量法では，大学や短期大学等で

「測量に関する科目」を修めて当該大学等を卒業し

た者は，測量士補となる資格を有し，その後，測量

に関し定められた年数以上の実務の経験を経ること

により，測量士となる資格を有することについて規

定されていたが，「当該大学等の卒業」が条件であっ

たため，そうでない者はこの資格を有することがで

きなかった． 

例えば「大学の卒業」に関して，現在は大学を卒

業せずとも一定の科目を履修することで，大学卒業

と同程度の知識や技能を有する者として認定し学位

を授与する制度（「独立行政法人大学改革支援・学位

授与機構」による学位授与制度）が整備されている．

この学位を授与された者については，所要の測量に

関する科目を修めていれば，測量士補の資格を有す

る者と同等以上の知識や技能を備えていると考えら

れることから，大学卒業者と同様に測量士補となる

資格を付与することとし，更に一定年数以上の実務

経験を経れば，測量士となる資格を付与することと

した.これにより，新しい資格ルートとして，測量業

における担い手の確保につながるものと期待できる． 

なお，同等以上の知識や技能を有すると認められ

る者の具体的な要件等については，国土交通大臣の

告示により定め，令和 7年 4月 1日から施行された． 

 
2.1.3 測量士・測量士補資格の在り方の検討 

前述のとおり，法改正においては，「測量士及び測

量士補となる資格の在り方の検討」に関する規定（第

54 条の 2）が設けられた． 

測量士・測量士補の資格制度に関しては，「測量技

術者の高齢化及び若年技術者の不足等による将来の

担い手不足」「測量・測位技術の進展に伴う新技術に

対応した担い手の確保」「大学・短期大学等・測量に

関する専門の養成施設の各卒業者，測量士・測量士

補試験合格者における測量に関して修得した知識等

の差異」等が課題となっている． 

これらの課題に対応するためには，測量業界のみ

ならず，資格取得に関わる教育機関，学識経験者等，

様々な関係者の意見を聴き，測量士・測量士補の資

格の在り方について，しっかりと議論及び検討をす

る必要がある． 

このため，国土地理院においては，国土地理院長

の私的諮問機関である測量行政懇談会の下に有識者
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から成る「測量資格制度検討部会」（部会長：公益社

団法人日本測量協会 清水英範会長）を設置し，令和

6 年 6 月 20 日以降議論を重ねてきた（令和 6 年度は

4 回の部会を開催）．そして，令和 7 年 3 月 12 日に

開催された測量行政懇談会（国土地理院，2025）に

おいてその成果を報告し，今後も引き続き，前述の

課題への対応に加え，測量士・測量士補の中長期的

な育成及び確保に留意した資格制度の在り方に関す

る検討を進め，その結果に基づいて必要な措置を講

ずることとしている． 

 

2.2 測量成果等の提供の電子化 

法改正においては，測量成果及び測量記録（以下

「測量成果等」という．）の提供方法に関する見直し

も行われた． 

今回の改正前の測量法では，基本測量・公共測量

の測量成果等の謄本又は抄本の交付を受けようとす

る者は，国土地理院長に対する申請が必要であった

が，その交付に関しては紙（書面）を前提としたも

のとなっていた． 

近年，測量成果等は，電子データで作成されるこ

とが主流になっていることから，法改正においては，

紙のものに加え，電子データで作成された測量成果

等についても，その提供を受ける方法を書面又は電

磁的方法から選択し，誰でも国土地理院長に対して

請求することが可能となった． 

 

 

 

図-2 測量法改正 概要 

 

3. 政令及び省令の改正の概要 

図-3 は，法改正を受けた測量法施行令（以下「政

令」という．）及び省令の改正について概要として整

理したものである．政令及び省令の主な改正内容の

概要について説明する． 

 

3.1 政令改正の概要 

3.1.1 測量成果の公開等（交付・提供）の請求に係る

手数料に関する改正 

法改正により，誰でも国土地理院長に対し，従来

の書面をもって作成された測量成果等の謄本又は抄

本の交付に加え，電磁的記録をもって作成された測

量成果等の事項を記載した書面の交付や，書面又は

電磁的記録をもって作成された測量成果等の事項を

記録した電磁的記録の提供の請求ができることとさ

れた．このため，これらの新たな請求に係る手数料

について規定を設けるほか，測量成果等の謄本又は

抄本の交付手数料について現在の実費を勘案して改

正した． 
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3.1.2 測量士・測量士補の登録及び試験に関する規

定の廃止 

測量士・測量士補の登録に関して必要な手続及び

測量士・測量士補の試験科目その他試験に関して必

要な事項については，これまで政令で定めることと

されていたところであるが，法改正により省令で定

めることとされたため，それらに関する規定を廃止

した（ただし，試験手数料については引き続き政令

に規定している）． 

 

3.2 省令改正の概要 

3.2.1 測量成果の公開等（交付・提供）の電子化に伴

う改正 

3.1.1 項に記載した法改正において，次の事項につ

いて省令に委任されたことから，当該事項に関する

規定を整備した． 

・新たな交付・提供方法に対応した測量成果等の提

供の請求に係る手続 

・測量成果等の電磁的記録の提供に係る電磁的方

法 

 

3.2.2 測量士・測量士補となる資格の追加に伴う改

正 

法改正の概要の 2.1.2 項に記載したとおり，従来

の測量士・測量士補となる資格を有する者と同等以

上の知識及び技能を有する者として国土交通大臣が

認定した者についても，当該資格を有する者として

追加されたため，測量士・測量士補の登録の申請に

際して当該者が提出すべき登録申請書及び当該資格

を証する書類についての規定を整備した． 

 

3.2.3 養成施設の登録要件の柔軟化に伴う改正 

養成施設の登録要件は，これまで測量法で定めら

れていたが，法改正により省令で定めることとされ

た．新たに省令に委任された事項について，必要な

規定の整備を行い，併せて授業科目，実習機器，専

任教員の人数等の要件の見直しを行った．その具体

的な内容は，測量士補養成施設が図-4，測量士養成

施設が図-5 のとおりである． 

 

3.2.4 測量士・測量士補の登録に関する手続及び試

験に関する事項の省令への委任に伴う改正 

3.1.2 項に記載した法改正を受けた規定の整備を

行うほか，測量士試験又は測量士補試験の受験者が

提出する写真の様式等に関する規定について所要の

改正を行った． 

 

4. おわりに 

国土地理院では，法改正を受けて，測量士及び測

量士補となる資格の在り方の検討を進め，資格制度

の改善や測量業における担い手の確保に資する取組

等を着実に実施していくこととしている． 

 

（公開日：令和 7 年 8 月 6 日） 
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図-3 測量法施行令・測量法施行規則の改正概要 
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図-4 測量士補養成施設の要件改正内容 
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図-5 測量士養成施設の要件改正内容 
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